
公共施設マネジメント推進について

令和元年7月24日

長野市 総務部 公有財産活用局
公共施設マネジメント推進課

～ 将来世代に負担を先送りすることなく、

より良い資産を次世代に引き継いでいくために ～

まんがでわかる！
公共施設マネジメントに登場する
長野家のネコ 「ミーコ」

長野市住宅対策審議会

資料 １



1 なぜ「公共施設マネジメント」に取り組むのか

公共施設等の老朽化
人口の増加や市民生活の質の

向上に対応するため、多くの公共施設を整備

人口減少・少子高齢化の進展
生産年齢人口の減少、老年人口の増加

高度成長時代に整備した

建物やインフラ施設が改修・
更新時期を一斉に迎える

税収の減少
社会保障関連経費（扶助費等）

の増大

今ある全ての公共施設を、将来にわたり維持していくために財源を確保し続ける事は
極めて困難。公共施設の量と質について、全市的・総合的な視点による見直しを図り、

公共施設を最適に維持管理していく取組「公共施設マネジメント」が必要不可欠

オリンピック競技施設

市町村合併
長
野
市

全国平均を上回る
公共施設を保有
（建物延床面積1.3倍
市道延長中核市トップ）

市民サービス
向上に努めてき
た結果だが・・・

将来、ボロボロになって使えない施設だけが残されたら ～世代間の負担の問題～

二つの要因を除いても施設量は多い
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2 長野市の現状と課題－施設量－（Ｒ元公共施設の現状） 3

154万㎡
建物の半分は
学校と市営住宅！

市民１人当たりの面積は、約４．４㎡／人 ＞ 中核市平均 約３．４㎡／人

１，３６９施設、延床面積１６６．７万㎡ （平成31年4月1日現在）

学校教育施設

589,463㎡

35.4%

市営住宅等

238,575㎡

14.3%

行政施設

187,053㎡

11.2%

生涯学習・文化施設

158,541㎡

9.5%

観光・レジャー施設

122,269㎡

7.3%

体育施設

157,832㎡

9.5%

保健福祉施設

100,722㎡

6.0%

医療施設

38,954㎡

2.3%

産業振興施設

22,024㎡

1.3%

その他施設

37,128㎡

2.2%

対象外施設

14,069㎡

0.8%
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学校教育施設 生涯学習・文化施設 観光・レジャー施設 産業振興施設

体育施設 保健福祉施設 医療施設 行政施設

市営住宅等 その他施設 対象外施設

１０年前２０年前３０年前

エムウェーブ

市民病院

冬季オリンピック開催昭和41年の大合併

第一庁舎

芸術館

Ｕスタジアム

公共施設の老朽化割合 ４７％
（築３０年以上経過）

3 長野市の現状と課題－老朽化－（Ｒ元公共施設の現状） 4
築30年以上を経過し、大規模改修や改築が必要となる老朽化施設が、全体の約半分に達しています。
また、オリンピックのために集中的に整備した大規模競技施設が築20年を経過しています。



4 長野市の現状と課題－費用推計－（H30中長期保全計画）

更新時に延床面積を20％縮減しただけでは、現状以上の支出が必要となるため、
さらなる更新・改修経費の削減、財源確保や費用の平準化に取り組む必要がある。

 2021（Ｒ3）年は、新耐震基準から40年が経過
し、長寿命化改修工事が始まる上、旧耐震施
設の建替え需要も高まる。

 2038年までの20年間は、旧耐震施設の事後
保全工事に充てる予算の確保は困難
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10年後 40年後30年後20年後

【前半20年間】

総額2,860.5億円 平均143.0億円／年

【後半20年間】

総額1,137.9億円 平均56.9億円／年

建
物
の
40
年
間
の
大
規
模
改
修
・更
新
費
用
の
推
計



5 人口減少と少子高齢化（年齢３区分） 6

2060年
2040年
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公債費

扶助費

人件費

1296 1331 1311

1477

1266 1332
1454 1465

1656

扶助費とは＝社会保障制度の一環として現金や物品などを支給する費用です。生活保護法、児童福祉法、老人福祉法などの法令に
基づくもののほか、乳幼児医療の公費負担など市の施策として行うものも含まれます。

6 一般会計歳出（性質別）決算の推移
単位：億円

平成12年度と平成28年度を比較すると扶助費が約３倍に増えています。一方で、投資的経費は減少傾
向にあります。市税収入は、一旦は税源移譲により、平成19年度に増加したものの、その後は横ばい傾
向にあります。
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7 公共施設マネジメント推進体制と計画策定の歩み
年度／項目 25 26 27 28 29 30 31 32（2020） 33（2021）

庁内体制

議会・審
議会

計画策定

公民連携

8

公共
施設
白書

公共施設
マネジメント指針

行政管理課 行政管理課公共施設マネジメント推進室 公共施設
マネジメント
推進課

公有財産活
用局公共施
設マネジメン
ト推進課

H25.10~ 市議会 公共施設の在り方調査研究特別委員会

H26.8~ 審議会 公共施設適正化検討委員会

H26.10~ 公共施設マネジメント推進検討会議（課長級）

H30.1~ 公共施設等総合調整会議（副市長座長・部長級）

公共施設等
総合管理計画

公共施設再配置計
画（第一次）

公共施設
等長寿命
化基本方

針公共建築
物保全マ
ニュアル

中長期保
全計画（小
規模）

H29年度~H38（2026）年度までの計画期間

中長期保
全計画（大
規模）

個別施設計画（施設群別）

再配置計画進捗
ヒアリング

必要に応じ、公共施設再配置計画修正

2029年度
まで

総合管理計画
見直し

PPP・PFI手

法導入優先
的検討方針

PFI等活用
ガイドライン

白書
更新

指定管理者
制度ガイド
ライン

サウンディ
ング型市場
調査活用指

針

個別事業サウンディング調査実施
（学校エアコン、飯綱高原等）

（仮称）PFI等審査委員会の設置・運営
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・・・

8 個別施設計画の位置づけ

インフラ長寿命化基本計画
（基本計画）【国】

公共施設等総合管理計画各省庁が策定

（行動計画） 【国】 （行動計画） 【地方公共団体】

（個別施設計画）

（平成29年3月23日）
◇各府省庁は、自ら「個別施設計画」を策定するとともに、地方公共団体など「個別施設計画」を策定
すべき主体に対し、平成32年度までのできるだけ早い時期に個別施設計画を策定するよう、所要の働
きかけを行う。また地方公共団体等に対し、計画策定・推進上の留意点・支援策を周知する。

道

路

河

川

学

校

個別施設ごとの具体の対応方針
を定める計画として、点検診断に
よって得られた個別施設の状態や
維持管理・更新等に係る対策の優
先順位の考え方、対策の内容や実
施時期を定めるもの

公
営
住
宅

平成25年11月29日決定

平成28度
中の

策定要請

インフラ老朽化対策
の推進に関する関
係省庁連絡会議

学校、市営住宅など所管省庁から策定を求められている施設群においては、その指示によって策
定する。省庁から指示のない施設群においても、基本的にすべて策定する。策定時期は平成32年度
までのできるだけ早い時期とする。

（個別施設計画）

◇
個
別
施
設
計
画
に
基
づ
く
事
業
で
あ
る
こ
と

が
公
共
施
設
等
適
正
管
理
推
進
事
業
債
の
要
件



「将来世代に負担を先送りすることなく、より良い資産を次世代に引き継いでいく」

マネジメントの基本理念

四つの基本方針

１、施設総量の縮減と適正配置の実現

（新規整備の抑制、施設の複合化・多機能化、地域特性を踏まえた配置、広域的な連携）

２、計画的な保全による長寿命化

（ﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄ縮減、長寿命化計画・施設点検ﾏﾆｭｱﾙ策定、耐震化の推進、基金創設）

３、効果的・効率的な管理運営と資産活用

（施設利用の促進、管理運営効率化、受益者負担の適正化、遊休施設の利活用）

４、全庁的な公共施設マネジメントの推進

（庁内推進体制の強化、財政との連動、施設情報の一元化、職員の意識改革）

9 長野市公共施設等総合管理計画の概要（基本理念・方針・目標）

（平成27年度公共施設マネジメント指針）
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将来コストの試算では、単純に床面積の削減で今後40年間の大規模改修・更新費用の不足分を解消しようとすると
延床面積４０％以上の縮減が必要。市民生活への急激な影響が懸念されるため、当面、今後２０年間で２０％の縮減を
目指す。 （オリンピック施設は対象外とするが、総量縮減の考え方で別途検討）

将来の改修更新費用の推計と縮減目標



施設A：廃止を検討中
後利用が課題

施設B：老朽化
が課題

一定半径
のエリアで

検討
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① エリアを俯瞰した検討の必要性

施設整備計画作成
（床面積縮減、ライフサイクル
コスト削減、長寿命化、効率的
維持管理等を実現する）

個別施設整備の方向性
（地元要望、検討経過、個別
計画の位置づけ等）

これまでの検討経過を尊重し
つつ、マネジメントの視点によ
る検討を加える
（周辺施設を含め用途転用、複合
化、多機能化など検討）

◇施設Ａの更新を検討する
場合、周辺施設の状況や今
後の整備方針なども踏まえ
た上で方向性を出す

◇施設Ｃの地元要望に対す
る検討とも連携する

◇老朽化した施設Ｂが取り
残されないような方法も併
せて検討

再配置計画へ反映

公共施設等総合管理計画

10-1 マネジメントを進めるにあたって

施設C：建替の

地元要望あり



例：学校の稼働率
小学校の場合、約1haの土地に、校舎・体育館・プール等が整備されていることが多い

年間365日のうち、土・日・長期休暇を除くと200日程度の稼動 ＝ 約55％

1日のうち12時間を使用可能と仮定し、授業時間は8時～16時の８時間程度 ＝ 約70％

55％×70％＝ 年間稼働率は 約38％ 今後少子化で空き教室も

◇複合化・多機能化により、玄関・廊下・ホールなどの共用スペースを削減する
◇児童福祉施設と高齢者福祉施設の複合化で「多世代交流」などの新たな価値を生み出す
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② 複合化・多機能化の推進

10-2 マネジメントを進めるにあたって

学校施設への集約イメージ



施設のライフサイクルコスト（LCC）＝施設の企画設計及び建設費、供用中の維持管理費、廃止す
る際の廃棄処分費に至る、施設の一生にかかる費用の総額。

施設の建設費は「氷山の一角」に過ぎず、保全費、光熱費、修繕費などの維持管理に要する費用
が非常に大きな割合を占める。

建物を将来まで維持するコストは、
建物を建てる際のコストの、
５～７倍といわれています。

13

企画設計費 建設費

運営費
保全費

修繕費
更新費

一般管理費

イニシャルコスト

ランニングコスト

建物のライフサイクルコストの氷山個別施設の整備計画作成にあたり検討

建設費に対する国等の財政措置

ライフサイクルコスト（40～50年間）

人口減少に伴う施設利用者の減等

だけで
なく

③ ライフサイクルコストを踏まえた検討

10-3 マネジメントを進めるにあたって
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④ 民間活力の活用

10-4 マネジメントを進めるにあたって

 行政が行ってきた活動に民間のアイディアやノウハウ、資金等を活用する
ことで経費節減のほか、品質向上や機会の創出等の効果が生まれる。

○サウンディング型市場調査

民間事業者から 広く意見、提案を求

め、対話を通して市場を把握しており、昨

年度、５件の市場調査を実施
他にも・・・

○公立保育所８園を完全民営化

（三輪、川田、下氷鉋、子供の園、
川中島、若槻、豊野みなみ、中御所）

○温湯温泉利用施設

Ｈ１８．４ＰＦＩ事業により開設

○ 全347箇所を指定管理者制度

により委託（Ｈ31.4.1現在）

○民間プールでの
小学校の水泳授業

Ｒ元年度からモデル校で実施

○小学校校舎を
専門学校校舎に活用



最後に（南学東洋大学客員教授著「成功する公共施設マネジメント」より）

福祉・医療
（介護・健保）

公共施設マネジメント
（縮充）

防災・防犯
（命と財産）

教育
（次世代への投資）

道路・上下水道料
（生活インフラ）

限定

された
財源

◇行政サービスのポートフォリオ

財源
確保
(目的)

総面積の統廃合
（面積圧縮率）

民営化
（経費圧縮率）

受益者負担増
（受益偏在改善率）

遊休資産活用
（売却・貸付率）

◇公共施設マネジメントの方程式

（公共施設マネジメントを怠ると、基本的な行政サービスに回る財源が足りなくなる）

（経費削減や受益者負担の見直し、資産活用で
面積圧縮率も変動する）

あなたなら、どこを
どう見直しますか？
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